



――最高裁平成 23年 10月 25日判決を契機として
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　1　はじめに







































　平成 15 年 3 月中旬、当時 22 歳の独身の男性教員 X（原告・控訴人・






















としては安いほうである」などと勧められ、指輪 2 点とネックレス 1 点





20 年改正前）個品割賦購入あっせんを業とする Z 社（第 1 審脱退被告）
宛のクレジット契約申込書にも署名押印し、Zが Aに本件商品の代金
を立替払し、Xが Zに立替代金額に分割払手数料 61 万 4250 円を加え
た 218 万 9250 円を、平成 15 年 5 月から平成 20 年 4 月までの 5 年間（初
回 4 万 1650 円、翌月から 3 万 6400 円）、計 60 回に分割して支払う旨の
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　なお、Zが Aと取引を開始したのは、遅くとも平成 14 年頃からであり、
平成 15 年 1 月 23 日頃に、Aとの間で、加盟店契約を締結している。ま
た、Aの販売行為については、平成 14 年には、各地の消費生活センター
に、購入者からの相談が年間 70 件ほど寄せられていたが、Zが Aとの
間の取引につき購入者から初めて支払停止の申出を受けたのは、本件立




　平成 15 年 5 月頃、Xは、Aから本件商品を受け取り、その後も Cか
ら時々電話やメールなどを受けていたが、しばらくすると Cからの連
絡はなくなり、同年秋頃には電話もつながらなくなった。
　平成 16 年 5 月 24 日に、Zは、その個品割賦購入あっせん事業をY 社（承
継参加人兼参加人・被控訴人・上告人）に譲渡し、Xにその旨通知して
いる。
　Xは、本件立替払契約に基づく割賦金として、平成 15 年 5 月から平
成 17 年 9 月までの 2 年 5か月間（計 29 回）、合計 106 万 850 円支払っ
たが（以下、これを「本件既払金」という）、同年 10 月 7 日頃、Yに対し、「解
約を強く祈願させていただきます」などと記載した書面を送付し、翌年
1 月 15 日には、「商品は返すから後はそっちで貸し倒れにしてほしい」
などと告げ、平成 17 年 10 月以降、割賦金を支払っておらず、計 112 万
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8400 円が未払となっている（以下、これを「本件未払金」という）。なお、






の申込みをしたので、消費者契約法 5 条 1 項が準用する同法 4 条 1 項 1

























































































の 4 第 1 項の規定は、法が、購入者保護の観点から、購入者において売
買契約上生じている事由をあっせん業者に対抗し得ることを新たに認め
たものにほかならない（最高裁昭和 59 年（オ）第 1088 号平成 2 年 2 月

















































判平成 2 年 2 月 20 日判時 1354 号 76 頁）を引用し、あくまでも法的に
は別個の契約関係にあることを重視すること（別契約論）を確認した点
である。平成 2 年判例は、昭和 59 年の改正割賦販売法が適用されない
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契約が締結された事案に関する平成 8 年判例（最判平成 8 年 11 月 12 日
































判昭和 30 年 10 月 7 日民集 9 巻 11 号 1616 頁）と関係するものと考える。














する要件を提示した昭和 13 年判例（大判昭和 13 年 3 月 30 日民集 17 巻
578 頁）と関係するものと考える。この昭和 13 年判例は、賭博で負け
た金銭を支払うことを告げ、そのために賭博行為後に締結された金銭消
110
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購入者に対して既払金返還義務を負い（法 35 条の 3の 13 第 4 項）、販
売業者はクレジット業者に立替払金返還義務を負い（同条 3 項）、クレ
ジット業者は購入者に立替払金の返還請求をできない、という効果を認












































































































































































































































消費者契約法 5 条が準用する同法 4 条 1 項 1 号（不実告知）ないし同























の不実告知があったとして、立替払契約を取り消して（法 35 条の 3の












桐蔭法学 19 巻 1 号（2012 年）
く）、クレジット業者が調査さえすれば、容易に問題のある販売業者で
あることが判明したと思われる。このようなことからすると、クレジッ




































































































































桐蔭法学 19 巻 1 号（2012 年）
 【註】
 1  本判決の評釈等として、堀天子「判批」金判 1383 号（2012 年）8 頁、島川勝「判
批」消費者法ニュース 91 号（2012 年）127 頁、同「立替払契約と既払金 
返還 -------------------- 最（三小）判平 23 年 10 月 25 日をもとにして」法時 84 巻 9 号（2012
年）100 頁以下、平田元秀「判批」消費者法ニュース 91 号（2012 年）131
頁、新堂明子「判批」平成 23 年度重判解（ジュリ 1440 号）（2012 年）62 頁、
都築満雄「判批」新・判例解説 Watch 民法（財産法）No.59（2012 年）1 頁、
川地宏行「判批」リマークス 45 号（2012 年）22 頁、大野武「判批」明学
法律科学研究所年報 28 号（2012 年）253 頁、小林和子「判批」現代消費
者法 16 号（2012 年）128 頁のほか、吉元利行「密接な関係についての最
高裁の判断」NBL965 号（2011 年）1 頁、宮下修一「消費者契約と媒介－
－消費者契約法 5 条の意義」静大法政研究 16 巻 1～ 4 号（2012 年）55 頁
以下、拙稿「判批」民事判例Ⅴ・2012 年前期（2012 年）掲載予定がある。
  　また、本件原審の評釈等として、尾島茂樹「判批」判評 614 号（2010 年）
7 頁（判時 2066 号 169 頁）、鹿野菜穂子「判批」金判 1336 号（2010 年）158 頁、
中田邦博「判批」消費者法判例百選（別冊ジュリ 200 号）（2010 年）84 頁、




pdf〔村田正人「判例紹介」全相協つうしん JACAS JOURNAL 127 号（2009
年）所収〕）。
 2  平成 2 年判例の評釈等として、篠原勝美「判解」ジュリ 964 号（1990 年）
73 頁（『最高裁 時の判例Ⅲ 私法編（2）』〔有斐閣、2004 年〕398 頁所収）、
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例セレクト ’86～ ’00』〔有斐閣、2002 年〕233 頁所収）、同「判批」民商
103 巻 6 号（1991 年）942 頁、本田純一「判批」法セミ 435 号（1991 年）
114 頁、執行秀幸「判批」リマークス 3 号（1991 年）73 頁、宮川博史「判
批」平成 2 年度主判解（判タ 762 号）（1991 年）82 頁、山下友信「判批」
ジュリ 1038 号（1994 年）154 頁、吉川栄一「判批」商法（総則・商行為）
判例百選〔第 5 版〕（別冊ジュリ 194 号）（2008 年）146 頁のほか、長尾治
助「商品購入代金の立替払契約上の抗弁問題と信義則 -------------------- 最高裁平成 2 年





最判平 2・2・20の批判的検討」NBL468 号 10 頁以下、470 号 54 頁以下（以上、
1991 年）、同「抗弁の接続を否定した最高裁判決の周辺事情（上）～（下）」
NBL513 号 23 頁、514 号 44 頁、515 号 37 頁（以上、1993 年）参照。
 3  平成 8 年判例の評釈等として、近藤崇晴「判解」曹時 49 巻 8 号（1997 年）
261 頁（『最判解 民事篇 平成 8 年度（下）』〔法曹会、1999 年〕950 頁所収）、
同「判解」ジュリ 1107 号（1997 年）130 頁、池田真朗「判批」NBL617 号（1997
年）64 頁、金山直樹「判批」法教 201 号（1997 年）114 頁、大村敦志「判
批」平成 8 年度重判解（ジュリ 1113 号）（1997 年）68 頁、北村實「判批」
法時 69 巻 12 号（1997 年）103 頁、同「判批」民法判例百選Ⅱ〔第 5 版新
法対応補正版〕（別冊ジュリ 176 号）（2005 年）100 頁、山本豊「判批」判
タ 949 号（1997 年）48 頁、渡辺達徳「判批」法学新報 104 巻 4・5 号（1998 年）
161 頁、本田純一「判批」リマークス 16 号（1998 年）335 頁、河上正二「判
批」セレクト ’97（法教 210 号別冊）（1998 年）20 頁（前掲注 2）『判例セ
レクト ’86～ ’00』319 頁所収）、同「判批」判評 470 号（1998 年）13 頁（判
時 1628 号 174 頁）、原啓一郎「判批」平成 9 年度主判解（判タ 978 号）（1998 年）
70 頁、水辺芳郎＝清水恵介「判批」日本法学 64 巻 2 号（1998 年）223 頁、
窪田充見「判批」不動産取引判例百選〔第 3 版〕（別冊ジュリ 192 号）（2008
年）62 頁、久保宏之「判批」民法判例百選Ⅱ〔第 6 版〕（別冊ジュリ 196 号）
（2009 年）92 頁のほか、都築・前掲注 2）引用書 298 頁以下、小野秀誠「目
的不到達の復権 -------------------- 最判平成 8・11・12 民集 50 巻 10 号 2673 頁」一橋法
学 8 巻 1 号（2009 年）1 頁以下などがある。
 4 近藤・前掲注 3）『最判解』965 頁。
 5  なお、平成 8 年判例と、次に検討する昭和 30 年判例と昭和 13 年判例との
関係については、大村・前掲注 3）69 頁以下参照。
 6  昭和 30 年判例の評釈等として、三淵乾太郎「判解」曹時 7 巻 12 号（1955
年）81 頁（『最判解 民事篇 昭和 30 年度』〔法曹会、1971 年〕186 頁所収）、
同「判解」判タ 52 号（1955 年）1 頁、我妻栄「判批」ジュリ 93 号（1955
年）23 頁、川島武宜「判批」判時 63 号（1955 年）1 頁、中川善之助「判批」
法時 27 巻 12 号（1955 年）50 頁、西村信雄「判批」法時 28 巻 1 号（1956 年）
91 頁、同「判批」判例百選〔第 2 版〕（別冊ジュリ 2 号）（1965 年）92 頁、
134
桐蔭法学 19 巻 1 号（2012 年）
田村五郎「判批」法学新報 63 巻 5 号（1956 年）12 頁、谷口知平「判批」
民商 34 巻 3 号（1956 年）85 頁、石外克喜「判批」民法の判例〔第 2 版〕（1971
年）14 頁、幾代通「判批」民法判例百選Ⅰ〔第 2 版〕（別冊ジュリ 77 号）
（1982 年）38 頁、阿部徹「判批」法セ 245 号（1975 年）101 頁、能見善久「判
批」法協 97 巻 4 号（1980 年）123 頁のほか、田中実「前借無効と公序良俗」
柚木馨＝谷口知平＝加藤一郎編『判例演習 民法総則〔増補版〕』（有斐閣、
1973 年）78 頁、米倉明「民法講義 総則〔46〕 法律行為（16）-------------------- 公序良
俗違反の法律行為」法教 59 号（1985 年）35 頁以下、遠藤浩「判批」民研
433 号（1993 年）25 頁などがある。





については、経済産業省商務情報政策局取引信用課編『平成 20 年版 割賦
販売法の解説』〔日本クレジット協会、2009 年〕150 頁以下参照〔以下、
本稿では『割賦法解説』として引用する〕）。
 8  昭和 13 年判例の評釈等として、平野義太郎「判批」民商 8 巻 3 号（1938
年）107 頁、有泉亨「判批」判民昭和 13 年度（1939 年）132 頁、幾代通「判
批」前掲注 6）民法判例百選Ⅰ〔第 2 版〕42 頁、川角由和「判批」民法判
例百選Ⅰ〔第 6 版〕（別冊ジュリ 195 号）（2009 年）32 頁などがある。なお、
本文の引用は、原文のカタカナを平仮名に改めている。




俗（下）」国民生活研究 47 巻 3 号〔2007 年〕19 頁以下参照）。







 11  たとえば、福岡地小倉支判平成 3 年 7 月 19 日消費者法ニュース 8 号 19 頁
（石川正美「判批」NBL485 号〔1991 年〕67 頁参照）、東京地判平成 5 年 9
月 27 日判時 1496 号 103 頁、広島地判平成 8 年 5 月 29 日判タ 928 号 248
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取引判例百選〔別冊ジュリ 200 号〕〔1995 年〕10 頁、伊藤進「判批」判評
443 号〔1996 年〕62 頁〔判時 1546 号 208 頁〕参照）。もっとも、このよう
な「自社割賦の均衡論」については、伊藤・本注 65 頁、川地宏行「第三
者与信型販売における抗弁の接続と与信業者に対する既払金返還請求」ク
レジット研究 40 号別冊（2008 年）68 頁以下、85 頁以下等によって批判
がなされている。これら以外にも、既払金の返還を否定する裁判例として、
東京地判昭和 54 年 3 月 29 日（吉原省三監修『判例・信用供与取引法』〔経
済法令研究会、1984 年〕108 頁掲載）、秋田簡判平成 15 年 10 月 8 日 LEX/
DB25472414のほか、三島簡判平成 22 年 10 月 7 日消費者法ニュース 88 号
225 頁、397 頁（売買契約につき消費者契約法 4 条 1 項 1 号に基づく不実
告知取消を認めつつも、販売業者は「媒介の委託を受けた第三者」にはあ
たらないとして、同法 5 条、4 条 1 項 1 号を理由とする立替払契約の取消
を認めず、既払金相当額の返還を否定）がある。






『法と政治の理論と現実 下巻』〔有斐閣、1987 年〕97 頁）。
 13  「抗弁の接続」をめぐる学説状況については、千葉恵美子「割賦販売法上
の抗弁接続規定と民法」『民商法雑誌創刊五十周年記念論集Ⅱ 特別法から
みた民法』（民商 93 巻臨時増刊号 2）（有斐閣、1986 年）288 頁以下、梶
村太一＝深澤利一＝石田賢一編『全訂版 割賦販売法』（青林書院、2004 年）
129 頁以下（千葉恵美子執筆部分）、宮本健蔵「クレジット契約と民法理論
--------------------いわゆる抗弁の接続を中心として」明治学院論叢 65 号（1998 年）87
頁以下等参照。また、裁判例の動向については、石川正美「割賦購入あっ
せん等に関する裁判例の検討（1）～（7）」NBL290 号 6 頁、291 号 34 頁、
294 号 34 頁（以 上、1983 年）、296 号 40 頁、297 号 37 頁、298 号 37 頁、
301 号 36 頁（以上、1984 年）、山本忠弘「割賦販売法における抗弁権の接
続について」名城法学 43 巻 4 号（1994 年）3 頁以下、蓑輪靖博「判例か
ら見た抗弁規定の課題と展望（1）（2）」クレジット研究 21 号 214 頁以下、
22 号 149 頁以下（以上、1999 年）のほか、諸外国の動向も含め、『割賦法
解説』144 頁以下等参照。また、学説、裁判例の検討につき、桶舎典哲「第
三者与信型消費者信用取引における抗弁権の対抗（2）」法学志林 91 巻 3
号（1994 年）47 頁以下、67 頁以下、都築・前掲注 2）引用書 242 頁以下、
275 頁以下等参照。
 14  この点につき、清水巌「クレジット契約と消費者の抗弁権 -------------------- 個品割賦購
入あっせんを中心として」遠藤浩＝林良平＝水本浩監修『現代契約法大系 
第 4 巻』（有斐閣、1985 年）267 頁以下、275 頁以下参照。また、日本弁
護士連合会による「クレジット会社の共同責任に関する意見書」（2007 年
6 月 14 日）では、より具体的に、「悪質商法を助長するクレジット」との
136







 15  既払金の返還をめぐる学説と裁判例については、千葉恵美子「第三者与
信型消費者信用取引と契約関係の清算（上）」北大法学論集 39 巻 5・6 号
（1989 年）1321 頁以下、尾島茂樹「割賦購入あっせん取引におけるクレジッ
ト会社に対する購入者の既払金返還請求の可否に関する視角についての覚
書」クレジット研究 18 号（1997 年）155 頁以下、同・前掲注 1）13 頁以下、
城内明「個品割賦購入あっせん取引における信販会社に対する既払金返還
請求（上）（下）」国民生活研究 46 巻 1 号 38 頁以下、46 巻 2 号 20 頁以下（以
上、2006 年）等参照。
 16  複合契約論に関するものとして、山田誠一「複合契約取引についての覚書
（1）（2・完）」NBL485 号 30 頁以下、486 号 52 頁以下（以上、1991 年）、
河上正二「複合的給付・複合的契約および多数当事者の契約関係」法教
172 号（1995 年）48 頁以下、池田真朗「『複合契約』あるいは『ハイブリッ
ド契約』論」NBL633 号（1998 年）6 頁以下、大村敦志『消費者法〔第 4 版〕』




論序説 -------------------- 契約の複合化と民法」椿古稀・本注引用書 317 頁以下、中舎寛
樹「多角的法律関係の法的構造に関する覚書」法政論集 227 号（2007 年）
185 頁以下、椿寿夫＝中舎寛樹編『多角的法律関係の研究』（日本評論社、
2012 年）所収の各論文等参照。また、グンタ ・ートイプナー（村上淳一訳）
「別々のものの複合 -------------------- 契約でも組織でもないネットワークの法」曹時 57
巻 9 号（2005 年）1 頁以下も参照。
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なり、法定代位によって、（抗弁権付の）債権そのものが
3 3 3 3 3 3 3
クレジット業者
に移転する結果
3 3 3 3 3 3
、クレジット業者からの請求に対し、もともと
3 3 3 3
購入者が販
売業者に対して有していた抗弁権を主張
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
できるとする説もある（伊藤進「立
替払契約と消費者保護」法セ 335 号〔1983 年〕152 頁以下、加藤雅信『新




 18  清水誠「いわゆるクレジット契約の法律構造と問題点」日本弁護士連合
会編『特別研修叢書〔昭和 58 年度〕下巻』（日本弁護士連合会、1984 年）
697 頁以下、700 頁以下、同「割賦販売」加藤一郎＝竹内昭夫編『消費者
法講座 第 5 巻』（日本評論社、1985 年）71 頁以下（もっとも、この説は、
売買契約等が解除・取消された場合については、立替払契約の効力との関
係を直接的＝一体的には考えず、間接的＝別々に考える）、本田純一「立








（木村晋介「クレジット販売をめぐる法的諸問題」金法 1023 号〔1983 年〕
17 頁以下）。なお、以上の 3 説の相違等については、岡部眞純ほか「（座談会）
消費者信用取引における抗弁権対抗の法律構成と射程距離」金法 1041 号
（1983 年）46 頁以下、53 頁以下（木村晋介発言）、49 頁以下、54 頁（植
木哲発言）参照。
  　裁判例として、松江簡判昭和 58 年 9 月 21 日判タ 520 号 219 頁、神戸簡
判昭和 60 年 8 月 28 日判タ 577 号 53 頁（いずれも契約一個説を採用）、倉
敷簡判平成 20 年 4 月 25 日消費者法ニュース 76 号 213 頁（不可分一体説





 19  千葉・前掲注 15）1339 頁以下、福永有利編著『新種・特殊契約と倒産法』
（商事法務研究会、1988 年）57 頁以下（千葉恵美子執筆部分）。
 20  たとえば、2つの契約は主と従の関係がある結合契約（目的と補助手段の
関係にある 2つの契約）であることから、また、当事者の合理的意思から、
立替払契約は、売買契約等の不成立・消滅を（黙示の）解除条件としてい
るとする説（北川善太郎「立替払契約について」月刊国民生活 13 巻 4 号
〔1983 年〕18 頁、同「クレジット販売に伴う諸問題」日本弁護士連合会編・
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引における提携契約関係の法的意義」国士舘法学 19 号〔1987 年〕62 頁以
下、83 頁）があげられる。
 21  大村敦志『基本民法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、2007 年）86 頁以下、川島武




 22  根本伸一「クレジット取引判例から見た一部無効 -------------------- 公序良俗違反による
無効事例を中心にして」クレジット研究 9 号（1993 年）81 頁以下、平野
裕之「一部無効」椿寿夫編『法律行為無効の研究』（日本評論社、2001 年）
186 頁以下。
 23  浜上則雄「信販会社のいわゆるクレジット契約の法構造とその問題」日本
弁護士連合会編・前掲注 18）引用書 676 頁以下、同「いわゆるクレジット









 24  たとえば、「立替払契約もその目的実現が不能」とする見解（伊藤・前掲
注 11）66 頁）や、「立替払い契約もその基礎を失う」とする見解（野村豊
弘「立替払い契約における既払い金の返還請求について」消費者法ニュー
ス 73 号〔2007 年〕100 頁）などは、本件原審と同趣旨の考え方と思われる。
なお、本件原審の考え方については、フランスのコーズ論の影響などを
受けて学説によって採用されている「契約の失効（La caducité du contrat）」
論との近接性を指摘する見解もある（得津・前掲注 1）684 頁）。
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時 1126 号 192 頁〕、同「判批」判夕 536 号〔1984 年〕133 頁、山本隆司「判
批」法時 57 巻 6 号〔1985 年〕124 頁参照〔なお、控訴審である名古屋高
判昭和 60 年 9 月 26 日判時 1180 号 64 頁は、売買契約の錯誤による無効の
抗弁をクレジット業者にも対抗できるとした〕）。また、高松高判昭和 57





無効であるとした（評釈等として、岡孝「判批」判タ 493 号〔1983 年〕97 頁、
執行秀幸「判批」法時 55 巻 7 号〔1983 年〕165 頁、島田禮介「判批」季
刊実務民事法 2 号〔1983 年〕194 頁、島川勝「判批」判タ 505 号〔1983 年〕
4 頁、清水巌「判批」商法〔総則・商行為〕判例百選〔第 2 版〕〔別冊ジュ
リ 84 号〕〔1985 年〕200 頁、西島梅治「判批」ジュリ 840 号〔1985 年〕94 頁、
沢野直紀「判批」西南学院大学法学論集 18 巻 2 号〔1985 年〕149 頁のほ
か、島川勝＝金子武嗣「立替払契約と抗弁権の切断（上）（下）-------------------- 高松
高判昭 57・9・13を契機として」NBL271 号〔1982 年〕16 頁、274 号〔1983
年〕37 頁参照）。さらに、岐阜地多治見支判平成 19 年 7 月 19 日消費者法




昭和 60 年 1 月 31 日（山本映子「消費者取引における不当な勧誘行為と錯








 26  尾島茂樹「公序良俗違反の契約とクレジット契約」クレジット研究 2 号
（1989 年）26 頁以下、尾島・前掲注 1）14 頁以下、都築・前掲注 9）32 頁以下。





とした事案〔評釈として、野村豊弘「判批」判タ 667 号（1988 年）39 頁、
植木哲＝坂東俊夫「判批」判評 354 号（1988 年）28 頁（判時 1276 号 174
頁）参照〕）がある。なお、同一の販売業者につき、同一の裁判官のもと
同日になされた別の訴訟である名古屋高金沢支判昭和 62 年 8 月 31 日高民
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集 40 巻 3 号 53 頁では、クレジット業者は不法性の認識を欠くとして、立
替払契約は有効とされた。
 27  消費者契約法 5 条の「媒介」の意義については、学説、裁判例をも含め、宮下・
前掲注 1）36 頁以下参照。
 28  城内・前掲注 15）「信販会社に対する既払金返還請求（上）」40 頁以下、
池本誠司「消費者契約法 5 条によるクレジット契約の取消」国民生活研究
47 巻 4 号（2008 年）1 頁以下。
  　裁判例として、札幌地判平成 17 年 3 月 17 日消費者法ニュース 64 号
209 頁（退去妨害を認定）、小林簡判平成 18 年 3 月 22 日消費者法ニュー
ス 69 号 188 頁（不告知を認定）、東京簡判平成 19 年 7 月 26 日最高裁 HP、
LEX/DB25421095（不退去を認定するとともに、クレジット業者への損害
賠償と販売業者の代表者への使用者責任を認定）、東京地判平成 21 年 6 月
19 日判時 2058 号 69 頁（不告知を認定）、大津地長浜支判平成 21 年 10 月
2 日消費者法ニュース 82 号 206 頁（不実告知による誤認を認定）がある。
なお、東京簡判平成 15 年 5 月 14 日消費者法ニュース 60 号 58 頁は、消費
者契約法 5 条の「媒介」に言及していないものの、同法 4 条 3 項 2 号の退
去妨害を理由とする立替払契約の取消を認めている。











 30  松本恒雄「クレジット契約と消費者保護」ジュリ 979 号（1991 年）22 頁
以下、森竹和正「信販会社の加盟店管理責任」消費者法ニュース 62 号
（2005 年）125 頁以下、本田純一「与信業者の加盟店管理義務違反と第三
者としての契約責任」クレジット研究 37 号（2006 年）111 頁以下、坂東
俊矢「割賦販売法と『抗弁の対抗』-------------------- 不可分一体説から加盟店調査監
督義務へ」法教 319 号（2007 年）148 頁以下、城内・前掲注 15）「信販会
社に対する既払金返還請求（下）」20 頁以下。また、ローン提携販売につ
いてではあるが、半田吉信「ローン提携販売と抗弁権の切断条項（下）--------
------ 西ドイツ法を手がかりとして」判タ 725 号（1990 年）25 頁以下も参照。 
　裁判例として、静岡地浜松支判平成 17 年 7 月 11 日判時 1915 号 88 頁（立
替払契約の無効を否定しつつも、クレジット業者への不法行為責任を肯定
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な限界について」三重法経 24 号（2006 年）143 頁、池田文子「判批」法
学新報 112 巻 9・10 号（2006 年）439 頁、武川幸嗣「判批」受験新報 671
号（2007 年）22 頁、千葉恵美子「判批」金判 1336 号（2010 年）148 頁等
参照〕）、高松高判平成 20 年 1 月 29 日判時 2012 号 79 頁（公序良俗違反に
よる立替払契約の無効とクレジット業者への不法行為責任を認定〔評釈と
して、芦野訓和「判批」金判 1336 号（2010 年）154 頁参照〕）、大阪地判
平成 20 年 4 月 23 日判時 2019 号 39 頁（立替払契約を公序良俗違反により
無効としたうえで、動機の不法論と類似の枠組〔不法性の認識と不法行為
の助長〕を示しつつ、クレジット業者と販売業者との強い提携関係を理由
に共同不法行為を認定〔評釈として、原田昌和「判批」法セミ 54 巻 3 号
（2009 年）122 頁、得津晶「判批」ジュリ 1379 号（2009 年）126 頁参照〕）、
秋田地判平成 22 年 9 月 24 日（松尾善紀「クレジット・リース」消費者法
ニュース 88 号〔2011 年〕23 頁掲載）（呉服の過量販売を公序良俗違反とし、
販売業者との共同責任を認定）がある。なお、高松高判平成 20 年 1 月 29
日と大阪地判平成 20 年 4 月 23 日については、城内明「既払金返還の前提
として信販会社が負う個品割賦購入あっせん（個別信用購入あっせん）取
引上の法的義務 -------------------- 裁判例の到達点と割賦販売法改正後の展望」国民生活
研究 48 巻 1 号（2008 年）32 頁以下も参照。





賦販売法（クレサラ叢書 解説編）』（勁草書房、2011 年）15 頁以下、松田
洋平＝乃田昌幸＝戸塚悠二＝小山綾子「割賦販売法改正の概要」時の法令
1824 号（2008 年）20 頁以下、升田純「特定商取引法・割賦販売法の改正
と施行」人権のひろば 13 巻 3 号（2010 年）28 頁以下等参照。
 32  改正前の法制度の現状と問題点等については、「特集 消費者被害を深刻化
させるクレジット問題」月刊国民生活 36 巻 8 号（2006 年）6 頁以下掲載
の各論文のほか、横内律子「クレジット取引の適正化 -------------------- 割賦販売法の改
正」調査と情報 611 号（2008 年）1 頁以下等参照。
 33  最終報告書たる「産業構造審議会割賦販売分科会基本問題小委員会報告書
（平成 19 年 12 月 10 日）」（『割賦法解説』681 頁以下所収）については、山
本ほか・前掲注 17）6 頁以下、蓑輪靖博「割賦販売法改正論議とクレジッ
ト取引法の課題」クレジット研究 40 号別冊（2008 年）51 頁以下等参照。
 34  具体的な改正点とその内容については、前掲注 31）で掲げた文献のほか、
都筑満雄「割賦販売法改正の意義と課題 -------------------- 民事規定を中心に」現代消費
者法 2 号（2009 年）39 頁以下、梶浦桂司「割賦販売法における消費者保
護に関する一考察 -------------------- 特定商取引法上の取引類型との関係における消費
者保護について」龍谷法学 43 巻 4 号（2011 年）232 頁以下、園部厚「平
成 20 年法律第 74 号特定商取引法および割賦販売法の一部改正等と実務 (1)
(2)」市民と法 73 号 14 頁以下、74 号 11 頁以下（以上、2012 年）、後藤巻
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則「消費者信用取引（1） 総論・割賦販売法」法セ 689 号（2012 年）88 頁
以下等参照。










か・前掲注 17）34 頁〔丸山絵美子発言〕、37 頁〔渡辺達徳発言〕、片岡義
弘ほか「（座談会）割賦販売法の適用と規制への対応」金法 1882 号〔2009
年〕45 頁〔神作裕之発言〕）。
 36  もっとも、平成 20 年改正割賦販売法については、店舗販売、従業員商法
等の関係、共同責任論の観点から、すでに問題点が指摘されている（上将
倫「割賦販売法改正問題 -------------------- 呉服・宝石次々販売の被害救済の現場からみ
る審議会報告の大きな抜け穴」消費者法ニュース 74 号〔2008 年〕155 頁、
島川勝「特定商取引法・割賦販売法改正法案の問題点 -------------------- 特に共同責任に
ついて」消費者法ニュース 76 号〔2008 年〕208 頁以下参照）。
 37  取消権の内容については、『割賦法解説』220 頁以下、都築・前掲注 34）
40 頁以下、小山・前掲注 31）引用書 172 頁以下、中崎隆『詳説 改正割賦
販売法』（金融財政事情研究会、2010 年）405 頁以下、417 頁以下、後藤
＝池本・前掲注 31）引用書 309 頁以下参照。








 39  『割賦法解説』226 頁。本文で述べたように、消費者契約法 4 条の「重要事項」
の意義につき、限定説を採用するならば、売買契約に関する事項は個別ク




法講義〔第 3 版〕』〔日本評論社、2009 年〕203 頁参照）。なお、他の法令
における取消規定との関係については、小山・前掲注 31）引用書 176 頁参照。
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 42  判例のように、契約の別個性を強調する理解については、従前より問題視
されており（植木・前掲注 18）引用書 186 頁以下）、この別契約論を克服
するために様々な理論構成が検討されている（川地宏行「第三者与信型販




3 月 22 日判時 2118 号 34 頁（評釈として、瀧康暢「判批」消費者法ニュー
ス 87 号〔2011 年〕44 頁、遠藤研一郎「判批」速報判例解説 10 号〔新・
判例解説 Watch 民法（財産法）No.2〕〔2012 年〕61 頁、岡林伸行「判批」
市民と法 70 号〔2011 年〕9 頁、中田裕康「判批」金法 1929 号〔2011 年〕
63 頁、山城一真「判批」現代消費者法 12 号〔2011 年〕110 頁、野澤正充
「判批」民商 145 巻 1 号〔2011 年〕68 頁、遠藤元一「判批」金判 1378 号
〔2011 年〕2 頁、今尾真「判批」判評 624 号〔2012 年〕8 頁〔判時 2151 号
154 頁〕、同「判批」明学法律科学研究所年報 28 号〔2012 年〕239 頁参照）、
最判平成 23 年 7 月 7 日判時 2137 号 43 頁（評釈として、小粥太郎「判批」
セレクト 2011[Ⅰ]〔法教 377 号別冊〕〔2012 年〕20 頁参照）、最判平成 23
年 7 月 8 日判時 2137 号 46 頁、最判平成 24 年 6 月 29 日裁判所 HP、LEX/
DB25444676がある。なお、過払金の承継を認めた最判平成 23 年 9 月 30
日判時 2131 号 57 頁もある（評釈として、渡辺達徳「判批」前掲注 1）平
成 23 年度重判解 76 頁、小野秀誠「判批」判評 641 号〔2012 年〕2 頁〔判
時 2148 号 148 頁〕参照）。





古稀祝賀『日本民法学の形成と課題 上』〔有斐閣、1996 年〕298 頁、326
頁以下）。なお、平成 8 年判例の評釈においては、この契約の個数論につき、
不要と主張する論者まではいないものの、さきの論者同様、消極的に評価
する論者（近藤・前掲注 3）『最判解』962 頁以下、金山・前掲注 3）115 頁）
と、なお一定の意義を認める論者（大村・前掲注 3）70 頁、山本・前掲注 3）
51 頁以下、河上・前掲注 3）16 頁以下）とで見解が分かれていた。
 44  なお、ここでは、大村敦志『公序良俗と契約正義』（有斐閣、1995 年）と
山本敬三『公序良俗論の再構成』（有斐閣、2000 年）を念頭におき述べて
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いるが、これらの学説の法体系上の位置づけについては、拙稿「行為基礎
論前史（2）-------------------- 後期普通法における『意思』概念の変質を中心に」法政
論集 208 号（2005 年）220 頁以下参照。
 45  この点につき、我妻・前掲注 6）24 頁は、すでに昭和 30 年判例の評釈に
おいて、「形式上個別の契約としようとも、実質的には人身売買という公
序良俗に反する契約の一部だから、無効である」と端的に指摘している。







 46  尾島・前掲注 26）26 頁以下、同・前掲注 1）14 頁、都築満雄「複合契約




 47  なお、川地・前掲注 1）24 頁は、本判決は、昭和 13 年判例との関係で厳
しすぎるとして、①の要因は、②と③の要因に還元するべきであると主張
する。
 48  この点につき、不法性の認識を詳細に認定した前掲注 26）引用の名古屋
高金沢支判昭和 62 年 8 月 31 日判時 1254 号 80 頁以下参照。
 49  以下の本文の叙述のうち、第 1、第 2の主張部分については、平田・前掲注 1）
133 頁以下、136 頁、第 1、第 3の主張部分については、島川・前掲注 1）「判
批」129 頁以下、同・前掲注 1）102 頁参照。
 50  取消権の行使期間については、宮下・前掲注 1）61 頁によって、加盟店管
理調査義務違反については、島川・前掲注 1）102 頁によって指摘されて
いる。
 51  片岡＝吉元編・前掲注 31）引用書 482 頁以下（吉元執筆部分）によると、
加盟店契約締結時、個別クレジット申込時、クレーム発生時に、加盟店の
販売方法・勧誘方法などが適切か否かの調査義務が生じるとする。




前掲注 1）136 頁、大野・前掲注 1）259 頁）。
 53  個別の事案ごとに類型的に把握する必要性を指摘するものとして、神作裕
之「割賦購入あっせんにおける抗弁権の接続と既払金の返還」クレジット
研究 23 号（2000 年）85 頁参照。また、2つの契約の関係、各種事例の類
型的把握については、清水・前掲注 18）682 頁以下、697 頁以下参照。






















 55 このような昭和 13 年判例の理解につき、川角・前掲注 8）32 頁参照。
 56  なお、複合契約中の一方の契約の解除等による他方の契約の消滅如何の問
題は、事情変更の問題の中の目的の到達不能の類型につらなるものとして
位置づけられうると指摘する論者もいる（都築満雄「複合契約としてのク
レジット契約」南山法学 33 巻 2 号〔2009 年〕134 頁）。また、平野・前掲
注 22）205 頁以下も参照。




類型化を志向する見解がある（神作・前掲注 53）82 頁以下、85 頁。また、
川地・前掲注 11）79 頁以下も参照）。
（なかの・くにやす　桐蔭横浜大学法学部准教授）
